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２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（都市整備関連）
日頃から、大阪府都市整備行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

本府では、成長に向けた取組みの成果を府民の安全・安心につながる基盤づくりへ投資することで更なる成長へとつなげていく、成長と安全・安心の「よき循環」を目指しており、この実現を通じて、関西・日本の再生をけん引していくことに全力で取り組む所存です。

将来にわたり、この取組みを進めていくためには、それを下支えする強くしなやかな国土を形成していくことが必要であり、首都圏とともに日本の成長を担う大都市圏である大阪の高速道路ネットワークや港湾、鉄道などの都市基盤を充実・強化していくことが不可欠です。

また、人口や経済中枢機能が集積する大阪・関西では、大規模災害発生時には、その被害は増大し、我が国全体が深刻な状況に陥る危険性が想定されます。南海トラフ巨大地震をはじめ、今後起こる可能性のある大規模災害から、府民の命を守るためには、国家的な観点から防災・減災対策を実施する必要があります。

平成２７年度の国家予算編成に当たりましては、これらの趣旨を十分ご理解いただき、以下に提案する施策の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　松井　一郎
１．大都市圏の成長を通じた日本の再生
１－１　阪神都市圏の高速道路料金一元化 
■　阪神都市圏高速道路の料金体系一元化は、高速道路ネットワークの利便性を更に高め、人と物の流れを活性化することで大阪・関西の成長につながる重要な取組み。「新たな高速道路料金に関する基本方針」に掲げた平成２９年度当初の実施に向け、早期に有識者会議における具体的な検討を開始すること。また、利用者視点に立ったより使いやすい料金となるよう、その検討においては地方の意見を十分に反映させること。

　
１－２　高速道路等の整備促進

■　国土軸の強化に資する新名神高速道路の全線早期完成を推進するとともに、広域的道路ネットワークの形成につながる第二阪和国道等の整備推進を図ること。

■　新名神高速道路のアクセス道路や、三大都市圏環状道路を構成する大和川線の整備に必要な財源措置を講じること。また、平成２７年度の都市計画決定を目指している淀川左岸線延伸部などのミッシングリンクの整備等が可能となるような新たな償還スキームの構築などに取り組むこと。
１－３　大阪湾諸港の機能強化

■　国際コンテナ戦略港湾・阪神港の機能強化のため、関西イノベーション国際戦略総合特区申請に盛り込んだ規制緩和等の全ての各種特例措置を早期に実現すること。

■　大阪湾諸港の国際競争力を強化するための、大阪府・大阪市・兵庫県・神戸市の４港湾管理者の一元化に向けた第一ステップとして、物流に特化した新港務局による大阪府・市の港湾管理者の統合を目指している。新港務局の自立的な経営や、自治体からの円滑な移行などを可能とするよう、所要の制度改正を行うこと。
１－４　鉄道ネットワークの強化・充実

■　鉄道ネットワークの充実・強化に向け、現在事業中のおおさか東線について、平成３０年度末の全線開通に必要な財源措置を講じること。

■　本府が平成２６年１月に策定した「公共交通戦略」において位置づけた、北大阪急行延伸や大阪モノレール延伸、なにわ筋線について、具体化に向けて財源確保などの必要な措置を講じること。

■　大阪都心部と関空を結ぶ高速鉄道アクセスについては、事業可能性の検討をさらに進め、早期整備に向けた取組みを推進すること。

－１－
２．安全・安心を支える都市インフラのマネジメント

２－１　南海トラフ巨大地震の津波浸水対策

■　平成２５年８月に本府が公表した被害想定では、南海トラフ巨大地震が引き起こす液状化による防潮堤沈下により、ゼロメートル地帯が多く存在する大阪市内や、泉州海岸といった沿岸部において、広範囲におよぶ浸水が発生し、甚大な被害につながることが明らかになった。府民の命に直結する津波浸水対策を緊急かつ速やかに実施するため、防災安全交付金の所用額の配分に加えて、平成２７年度で終了予定の全国防災対策事業にかわる同等制度の創設など万全の措置を講じること。
２－２　都市型水害に備える治水対策

■　近年多発している都市型集中豪雨にも効果を発揮する、寝屋川流域の総合治水対策、とりわけ地下河川や下水道増補幹線の早期整備に必要な財源措置を講じること。

■　安威川における当面の治水目標（時間雨量８０ミリ）を達成するため、平成２５年度に着工した安威川ダムについて、平成３３年度の供用開始に向けて必要な財源措置を講じること。
２－３　地方の裁量による都市基盤整備
■　大阪・関西の更なる成長や、府民の安全・安心の確保に向けた都市基盤整備に加え、高度経済成長期に整備した都市基盤施設の老朽化対策など、大都市・大阪が抱える行政需要に的確に対応できるよう、事業の進捗に応じて必要な財源措置を講じるとともに、地方の判断で事業を実施できるよう、交付金間の流用や対象用途の拡大などの弾力的な運用を図ること。

－２－
個別要望事項
◆道路・街路事業の推進

・大阪・関西における機能的な広域的道路ネットワークの形成に向けた府県間道路の整備や主要渋滞箇所の対策、災害に強いまちづくりに向けた防災拠点へのアクセス道路や密集市街地の解消につながる道路整備、無電柱化の促進など、道路・街路事業の推進に必要な財源措置を講じること。

・利用者の安全・安心の確保に向け、道路施設の点検や老朽化対策の推進、通学路等における歩道整備や自転車通行空間の確保などに必要な財源措置を講じること。

・広域連合の移管を前提とし協議を進めている一般国道直轄区間の権限移譲は、将来の建設や維持管理・更新に対応するために必要な所要額の措置を確約した上で移管すること。

◆連続立体交差事業、鉄道施設の安全対策の推進

・踏切による交通渋滞や事故の解消、周辺地域のまちづくりの促進につながる連続立体交差事業（南海本線・高師浜線、京阪本線等）を着実に推進できるよう、事業の進捗に応じて必要な財源措置を講じること。

・利用者の安全の確保に向け、鉄道事業者が実施する施設の耐震対策や可動式ホーム柵設置の更なる推進に必要な措置を講じること。
◆治水・砂防事業の推進

・本府においては、地先の危険度や施設等の老朽化状況など、地域における災害リスクを明らかにした上で、「防ぐ」施策（河川・砂防施設の整備・保全等）、「逃げる」施策（リスクの共有と地域防災力の向上等）、「凌ぐ」施策（流出抑制等）を効率的・効果的に組み合わせて実施している。引き続き、これらの施策を、地域の実情に応じて着実に推進していけるよう、所要の財源措置や交付金の弾力的な運用などの必要な措置を講じること。
・淀川、大和川など直轄河川の治水対策を推進すること。特に、阪神なんば線淀川橋梁の架け替え事業を推進すること。

◆下水道事業の推進
－３－
・全国に先駆けた流域下水道の事業着手から来年度には５０年を迎え、本府においては下水道施設の老朽化対策が大きな課題の一つ。下水道施設を持続的かつ効率的に　　運営・管理するため、施設の改築・更新や耐震化を計画的かつ着実に推進していけるよう必要な財源措置を講じること。
◆公園事業の推進
・大都市圏における大規模災害への備えから、広域避難地や後方支援活動拠点となる防災公園整備（久宝寺緑地等）の推進に必要な財源措置を講じること。また、大都市圏においては、事業費に占める用地費の割合が非常に高いことから、この地方負担の軽減を図るよう必要な措置を講じること。

◆港湾事業等の推進
・堺泉北港堺2区の基幹的広域防災拠点(港湾緑地)について、発災時には国の管理下におかれ、府県域を越えた防災拠点となることから、その維持管理費を一律地方負担とする現行制度を改め、国が責任を持って財源を措置する仕組みを構築すること。

・堺泉北港助松地区の航路浚渫(１４ｍ航路)に対し、引き続き必要な財源措置を講じること。

◆EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps13 \o\ad(\s\up 12(みのおしんまち),箕面森町)事業の推進

・箕面森町（水と緑の健康都市特定土地区画整理事業）の住宅地区及び施設誘致地区へのアクセスに不可欠な道路として平成３０年度末の供用を目指している都市計画道路止々呂美吉川線の整備を含めて、箕面森町の事業進捗に必要な財源措置を講じること。
◆市街地整備事業の推進
・幹線道路等の整備効果を活かして産業等の立地を促すため、第二京阪道路沿道（寝屋川市）、国道170号沿道（岸和田市）の土地区画整理事業、南海本線羽衣駅前の連続立体交差事業に伴う市街地再開発事業（高石市）など、市町村等が実施するまちづくりの推進に向けて必要な財源措置を講じること。

◆計画的な緑地環境形成の推進

－４－
・緑地や農地等と調和したまちづくりの実現に向け、引き続き、緑地や農地等の適切な維持手法や合理的な土地利用転換手法の確立のための検討を実施すると共に、地域の実情に応じた既存制度の規制緩和など必要な措置を講じること。
